
Press Release

◎ ※　記載の数値は季節調整値（「補足資料」P6参照）

26,690 人　　 【前月比 9 人　　（ 0.0% ）　　増 】
23,612 人　　 【前月比 653 人　　（ 2.8% ）　　増 】

◎

9,376 人　　 【前月比 740 人　　（ 7.3% ）　　減 】
5,231 人　　 【前月比 278 人　　（ 5.0% ）　　減 】

◎ 令和４年２月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和３年12月以前の数値は、令和４年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

②　　新規求人倍率は平成25年６月から105か月連続１倍以上。

　青森県の雇用失業情勢は、一部を除き、持ち直しの動きに広がりがみられるもの
の、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要があ
る。

（令和４年２月）

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職　業　安　定　課　長 　 前田　成是
　　地方労働市場情報官 　　藤根　宏
     　　 電話　０１７（７２１）２０００

有効求人倍率　　１．１３倍【前月比　０．０３ポイント低下】
有効求人数
有効求職者数
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青森県の雇用失業情勢について

新規求人倍率　　１．７９倍【前月比　０．０５ポイント低下】
新規求人数
新規求職者数

有効求人数・求職者数及び有効求人倍率の推移

求人・求職の状況（季節調整値）

新規求人数・求職者数及び新規求人倍率の推移

①　　有効求人倍率は11か月連続で１倍以上。
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Ⅱ

対前年増減
数（人）

対前年増減
率（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

令和2年8月

24,712 6,458 5,266 4,063 1,471 1,078 2,258 1,555 1,146 1,417

26,330 6,495 7,247 4,524 1,317 1,274 1,366 1,663 1,411 1,033

0.15 0.14 0.08 0.23 0.19 0.30 ▲ 0.04 0.20 0.25 0.08

　新規求職の状況（原数値）・・・「補足資料」P1項目2、「職業安定業務取扱月報」P6参照

35.7 ▲ 3.2

　　　　【増加した産業】
建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％

医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％
　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

12

9.5 ▲ 9.0

　②　主要産業における新規求人の状況・・・「補足資料」P3、「職業安定業務取扱月報」P9参照

110 209 ▲ 110 ▲ 15 131

0.5 11.2

有効求職者数（人）

　      新規求人数は、前年同月比3.8％（352人）増加の9,517人。

　①　新規求人の状況・・・「補足資料」P1項目4、「職業安定業務取扱月報」P7参照

  新規求人の状況（原数値）

　　 新規求職者数は、前年同月比3.7％（195人）減少の5,065人。

※　本資料で使用する求人に関する数値は求人受理地別によるものである。

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）・・・「職業安定業務取扱月報」P12参照

安定所別有効求人倍率の状況

対前年同月比（ポイント）
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Ⅴ

　

年月 求人倍率

令和３年９月 1.11

令和３年10月 1.12

令和３年11月 1.14

令和３年12月 1.13

令和４年１月 1.16

令和４年２月 1.13
　青森県の雇用失業情勢は、一部を除き、持ち直しの動きに広がりがみ
られるものの、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き
続き注意する必要がある。

　有効求人倍率が11か月連続で、1
倍以上。

　同上

　（改訂後の
　　令和３年12月の求人倍率1.12倍）
　有効求人倍率が10か月連続で、1
倍以上。

　同上
　有効求人倍率が９か月連続で、1倍
以上。

参考　２　他機関の景気判断・・・「職業安定業務取扱月報」P１参照

特徴

  青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きに広がりがみられるもの
の、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意す
る必要がある。

　有効求人倍率が８か月連続で、1倍
以上。

　同上
　有効求人倍率が７か月連続で、1倍
以上。

　有効求人倍率が６か月連続で、1倍
以上。

　新型コロナウイルス感染症の雇用への影響に対応するため、事業主に対しては、労働者の雇用の維持を図るため、引
き続き雇用調整助成金などの活用を促すなど、雇用維持に向けた取り組みを行います。
　離職者に対しては、セミナー、求人事業所説明会等について参加者の人数制限、消毒液の設置、参加者に対するマス
ク着用励行をお願いするなど新型コロナウイルス感染症予防に万全を期したうえで開催し、求人と求職のマッチング機会
の確保を図り、あわせて職業訓練の受講あっせんの強化などによる再就職支援を積極的に実施します。

【県内ハローワークにおける取組】
ハローワーク青森： 4/11 福祉のお仕事ガイドセミナー
ハローワーク黒石： 4/20 会社説明会・ミニ選考会

上記のほか、各ハローワークでは，随時，会社説明会やミニ面接会などを実施しています。

青森労働局の取組

参考　１　雇用失業情勢判断の推移（令和３年12月以前の求人倍率は判断時点における公表値。）

雇用情勢判断

　青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きがみられるものの、新型コ
ロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要があ
る。

〇 本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から厳しい状況にあるなか、持ち直しの動きが続いているものの、一部に弱さがみられる。

【青森県：青森県経済統計報告（令和３年12月・令和４年１月の経済指標を中心として）】

○ 県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響からサービス消費を中心に厳しい状態にあるなか、供給制約の影響もあり、弱含んでい

る。

最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投資は、増加している。個人消費は、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大等の影響から、弱含んでいる。住宅投資は、弱めの動きとなっている。

生産は、供給制約の影響から増勢が一服している。雇用・所得情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響から、全体としては弱めの動きと

なっている。

【日本銀行青森支店：３月11日発表 県内金融経済概況３月公表分】

〇 2022（令和４）年２月度の青森県企業倒産は４件（前年同月比100.00％増）、負債総額は２億8,700万円（同65.99％減）となった。倒産件数は

前年同月比で2件、前月比で3件の増加。一方で負債総額は小口の倒産が大半となったことで前年同月を大きく下回り、大型倒産（負債総額

10億円以上）の発生も無かった。尚、新型コロナウイルス関連倒産は1件発生した。

2022年１月の倒産件数が前年同月及び前月から半減したのに対し、2月の倒産件数は前年同月及び前月から増加。件数４件は新型コロナ

ウイルスが国内で局所的な感染に留まっていた2020年２月の倒産件数４件と同件数、2019年２月の３件からは１件増加となった。コロナ禍の

中で、各種の助成金、給付金や、無担保無利子融資や支払条件変更などの金融支援が効果を発揮し、これまで企業倒産は記録的な低水準

にとどまってきた。しかし、2021年下半期以降は前年同月の倒産件数を上回る月も現れる様になってきており、企業倒産の減少は底を打った

感も生じている。この様な中、２月の倒産件数は増勢を示したことで、倒産動向には一段と懸念が強まってきた。

１月末より新たな企業支援策として事業復活支援金の申請がスタートしており、経営の下支え効果が期待されている。一方で、新型コロナウ

イルス感染症の第６波により、飲食業や観光産業、その周辺産業は依然として厳しい経営を強いられている。また、原油価格や原材料価格の

高騰は多くの産業に影響を与えており、コロナ禍で体力を消耗した企業は更なるダメージを受けている。加えて、ロシアによるウクライナ侵攻

は一層の原油価格高騰を招いており、企業経営に更なる影響が生じかねない状況にある。

この様に外的要因は悪化の一途にあるだけに、倒産増加圧力の高まりは否定できない。現在のところ倒産件数は一進一退で推移し、明確

に増加している状況にはないものの、今後の動向には十分な警戒が必要と判断する。

【東京商工リサーチ青森支店：３月２日発表 令和４年２月度青森県企業倒産状況】
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